2008年度北海道予算・政策に関する要求について（道消協分）

１  消防行政と労働条件に関する要求

(1) 消防職員の労働条件について

1 平成14年2月28日最高裁「大星ビル管理判決」において、「仮眠休憩時間においても指揮命令下にあり、労働からの解放がなければ労働時間」との判決がなされた。消防職員の仮眠休憩時間の取り扱いにおいてもこれに類似しているにもかかわらず、仮眠休憩時間は無賃金拘束時間とされてきた。職場内において、指揮命令下にある時間すべてを勤務時間とするよう各消防本部に対し指導すること。

2 平成15年11月11日付消防消第206号「消防職員の勤務時間等の適正な管理と運用について」の通知中（以下、206号通知という）3によると、指令係員が119番通報を受信し、仮眠中の職員に対し出動命令することにより出動するとの見解で、消防職場は「大星ビル管理判決」と異にする職場との解釈が示されているが、道内の多くの消防職場において、119番通報を受信した指令係員自ら出動するという事例が確認された。早急に調査をおこない、206号通知上の解釈と整合性が保たれているか示すこと。

3 206号通知中、休憩時間の繰り上げ、繰り下げ等の内容については、休憩時間の自由利用を制限されている消防職員の職場実態と乖離している。本通知を改正或いは廃止するよう国に働きかけること。

4 仮眠休憩時間の時間設定においては、明確な指示・指導がないまま各消防職場で運用されているが、206号通知に基づく適正な仮眠休憩時間の時間設定を示すこと。

5 平成15年11月25日付消防消第216号「消防職員の勤務時間等に係る管理運用状況調査」において、道内消防本部内で労働基準法に抵触している消防職場があることが確認されている。改善状況について明らかにすること。

6 道内の小規模消防職場においては、いまだに上記の勤務条件をさらに下回る宿日直勤務や無償の自宅待機勤務、町外々出禁止といった劣悪な勤務を恒常化している署所(道消協加盟57組織の内、宿日直勤務11件、自宅待機勤務8件、町外々出禁止5件)が存在している。これらは、明らかに労働基準法に抵触していると解される。また、台風等災害発生が予測される事案に対し、無賃金の自宅待機命令が出される消防職場が多く存在している。これらについて、北海道の独自調査を早急に行い、改善に向けて指導すること。

7 地方交付税を受けているにもかかわらず、消防職員の職務上の危険性、困難性、高度な技術の必要性を考慮した特殊勤務手当が、削減或いは廃止されている消防職場が存在している。早急に調査し、消防職員の勤務条件の特殊性に対し配慮する上でも、特殊勤務手当が削減或いは廃止されないよう市町村関係部局及び各消防本部に対し指導すること。

8 現在、公務員制度改革に関する検討が国で進められている。公務員の労働三権を保障するよう、特に消防職員に団結権を付与するよう国に働きかけること。

(2) 消防職員委員会について

1 道内消防本部において行われている消防職員委員会の開催状況と開催内容についての調査を行い、公表すること。

(3) 消防職員の安全衛生について

1 消防活動上の死亡事故が発生している。道内・道外において発生している事故を調査し、各消防本部へ危険性を認識し安全衛生対策を講じるよう助言すること。

2 近年、精神疾患により休業者の増、さらには自殺者が発生している状況にある。道内・道外での状況を調査すること。ＰＴＳＤ、惨事ストレス（ＣＩＳ）等に対応できるようストレスケア対策に取り組み、また、各消防本部へ助言すること。

3 災害現場活動等における石綿（アスベスト）に対する安全対策については、平成17年7月27日付消防消第162号において通知がなされているが、消防隊員の安全・健康を確保するための対策として研修会等を開催すること。また、これらの健康診断を積極的に行うよう各消防本部に対し指導すること。

(4) 消防体制と救急体制について

1 改正された「消防組織法」に基づく広域消防再編に対し、広域化推進計画策定における考え方を示すこと。さらに、本計画策定にあっては、広く道民の意見を取り入れるよう配慮すること。また、従来から道防災消防課は、国で推進している広域消防が実現（自賄の解消）すれば、地域の消防力の向上や消防職員の処遇改善に繋がると訴えてきた。これらの計画が推進される中で、道内の消防職場に存在し、労働基準法に抵触している所謂「劣悪勤務職場」の改善がなされるか示すこと。
2 「消防力の整備指針」に基づく消防体制が確立されるよう道内消防本部に対し、適切な指導及び助言を行うこと。

3 救急救命士による気管挿管実施にかかわる厚生労働省から示された30症例の事前研修について、道内における各消防本部での進捗状況を調査し、今後の研修及び現場での実施がスムーズに行えるよう助言すること。さらに、要員の確保について、各消防本部に対し指導すること。

(5) 防災航空室について

1 防災航空室勤務の消防職員については、各消防本部から派遣された職員によって編成され勤務している。防災ヘリコプターの運行に当たっては8名の消防職員で勤務サイクルを組んで、宿日直や拘束待機等過酷な勤務を強いられているのが実態であることから、勤務の特殊性を考慮し早期に人員増を図り、宿日直や拘束待機等の勤務体系を改善すること。

2 防災航空室に派遣している隊員の欠員補充がなされていない状況である。欠員補充するよう強く助言すること。

(6) 北海道消防学校について

1 消防学校のカリキュラムに消防活動上の事故予防対策のための、危険予知・指揮研修等の特別教育等を設け再発防止に万全を期すること。

2 複雑多様化する災害及び消防行政に対応するための教育施設の充実と、プライバシー保護から学生寮の個室化等を考慮した施設の拡充・改善を図ること。

3 各消防本部から派遣されている消防学校の教官の欠員補充がなされていない状況である。欠員補充するよう強く助言すること。

(7) 大規模災害の対応について

1 大規模かつ長期化する災害において各消防本部から派遣された隊員の勤務条件を含めた安全衛生管理の徹底と旅費、諸手当等について適切に対応するよう助言すること。

